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2-1-3 地域資源利活用施設 

2-1-3-1  総   論 

2-1-3-1-1 目的と内容 

 

地域資源利活用施設とは、漁村地域に存在する地域資源（海水・温水等の

自然資源や水産物等の生産資源）を漁業集落道や漁業集落排水施設等の生活

環境施設に供給または利活用することにより、漁村の生活環境の効率的な改

善を図るために必要な次の施設とする。 

⑴ 海水、温水等を活用した漁業集落道や防火用水等の公共施設の消雪施設 

⑵ 漁業集落排水処理施設から発生する汚泥と水産副産物を一体的に処理

する堆肥化施設 

 

（解  説） 

1. 施設整備の目的 

漁業集落に存在する地域資源を最大限に活用して、漁業生産の補完及び生活

環境の改善を図るために必要な消雪施設と堆肥化施設を整備する。 

2. 施設整備の内容 

消雪施設は、漁業集落道や防火用水等の公共施設に海水や温水等を活用して

整備する施設である。 

堆肥化施設は、漁業集落排水処理施設から発生する汚泥や水産副産物を一体

的に処理するために整備する施設である。 

 

  

※「2-1-3 地域資源利活用施設」における「地域資源」の指すものは、漁業

集落道や漁業集落排水施設等の生活環境施設に供給または利活用するた

めの漁村地域に存在する海水・温水等の自然資源や水産物等の生産資源の

ことであり、「第３章 海業振興関連施設整備」における「地域資源」の

指すものとは異なるものである。 

 

 

2-1-3-2 消雪施設 

 

海水、温水等を活用する散水方式の消雪施設は、散水した水が凍結を起こ

すとスリップ事故等の発生を誘発する恐れがあるため、適用に当たっては地

域の冬期の気候を十分に考慮することが重要である。1) 
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（解  説）1) 

消雪施設には消雪（散水）と融雪（無散水）がある。散水方式は、路面に散

水して直接、雪と水を接触させて消雪する方法であり、非常に合理的な除雪対

策である。しかし、散水した水が凍結を起こすとスリップ事故等が発生しやす

い危険な状態となることもある。 

従って、冬期に平均気温が氷点下になるような地域や、放射冷却現象により

凍結が予想される地域では、他の同様な地域での施設事例を参考にする等十分

な検討が必要である。以下に留意事項を示した。 

⑴ 地下水、加温水利用の場合、一般には 1月の平均気温が 0℃以下にならな

い地域に適用できる。 

⑵ 海水利用の場合は施工実績(東北北部)から、1 月の平均気温が－2℃程度

の地域まで適用できる。 

⑶ 河川水、湖沼水利用の場合は水温が低く凍結しやすいため、1月の日最低

気温の平均が－1℃以下の地域で利用する場合は注意が必要である。 

⑷ 凍結防止剤利用(表流水と混合して散水することが多い)の場合はかなり

低温の地域まで適用できるが、実施例を参考にすることが必要である。 

 

2-1-3-2-1 参考となる図書 

以下に消雪施設を計画するために、参考となる図書を示した。 

名  称 発刊年月 発刊者 

路面消・融雪施設等設計要領 1) 平成 20年 5月 
一般社団法人 日本建設

機械施工協会 

道路機械設備遠隔操作監視技術

マニュアル（案）2) 平成 15年 6月 
一般社団法人 日本建設

機械施工協会 

 

2-1-3-2-2 計画・調査 1)  

散水消雪施設は、必要散水量・道路の構造・散水形態・路面管理レベルの 4要

素の組合せにより計画する。必要散水量は、気象条件・道路条件等から単位面積

当りの基本散水量を求め、これに消雪面積を乗じて得るものとし、計画する道路

の構造を考慮した上で、散水方法を計画するものとする。図 2-1-3-1に計画要素

の組み合わせを示す。また、図 2-1-3-2 に消雪施設設計のフローチャートを示

す。 

また、調査は、消雪施設の設置計画・設計・維持管理のために必要な資料を得

るために実施するもので、必要な調査項目は概ね次のとおりである。 

⑴ 対象施設の特定 

⑵ 路面管理レベルの設定 

⑶ 対象施設の構造 
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⑷ 沿道(周辺)状況 

⑸ 地下埋設物等 

⑹ 交通量の把握 

⑺ 機械除雪の実態(計画) 

⑻ 気象特性 

⑼ エネルギー源 

 

 

図 2-1-3-1 計画要素の組み合わせ 

出典：「路面消・融雪施設等設計要領（（一社）日本建設機械施工協会）」1) 

 

・交通量
・重要度

基本散水量 消雪規模 排水性 路面の形態 交通条件
・散水温 ・延長 ・路面勾配 ・車線数 ・交通量
・降雪深 ・道路幅員 ・排水側溝 ・幅員構成 ・沿道環境
・気温条件 ・確保幅員 （車道・歩道）
・端末水温 ・面積
・交通量
・道路等級
・路面管理レベル
・舗装種類

散水形態

路面管理レベル

交通係数

水源 供給

道路の構造

散水消雪

必要散水量
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図 2-1-3-2 消雪施設設計のフローチャート 

出典：「路面消・融雪施設等設計要領（（一社）日本建設機械施工協会）」1) 
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2-1-3-2-3 基本条件の検討 3) 

⑴ 使用水源の選定 

使用水源の選定に当たっては、事前に現場条件について十分な調査を行い、

必要散水量に対して余裕のある水量が安定して確保できるよう計画しなけれ

ばならない。 

⑵ 使用熱源の選定 

使用熱源の選定に当たっては、事前に現場条件を十分調査し、必要熱量に対

して得られる熱容量や経済性、環境負荷等を総合的に判断して計画しなければ

ならない。 

⑶ 必要散水量の算定 

消雪設備の散水量は、水源、気象、交通、環境等、各条件を調査し、決定す

るものとする。 

⑷ 排水処理 

消雪を実施する道路の排水構造は、散水及び消雪水を滞ることなく流下させ

るものでなければならない。また、計画排水流量の算定に当たっては、雨水と

消雪水量等を考慮し算定するものとする。 

 

2-1-3-2-4 維持管理 

消雪設備に関して計装機器、水槽関係、消雪ポンプ関係、弁関係、及び受変電・

自家発機器等について管理項目の例を表 2-1-3-1、表 2-1-3-2に示す。 
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表 2-1-3-1 管理項目の例（1/2） 

 
出典：「道路機械設備遠隔操作監視技術マニュアル（案）（（一社）日本建設機

械施工協会）」2) 

設
備
名
称

機
器
名

計測項目
監
視

計
測

制
御

安
全
監
視

重
要
度

備　　　考

風向 ○ ○
風速 ○ ○
気温 ○ ○
路面温度 ○ ◎
降雨量 ○ ○
降雪量 ○ ○
散水温度 ○ ○
風速値警報 ○ ○
気温値警報 ○ ○
路面温度値警報 ○ ◎
降雨量値警報 ○ ○
降雪量値警報 ○ ○
散水温度値警報 ○ ○
風向計故障 ○ ○
風速計故障 ○ ○
気温計故障 ○ ○
路面温度計故障 ○ ◎
降雨量計故障 ○ ○
降雪量形計故障 ○ ○
散水温度計故障 ○ ○
流入水量 ○ ○
井戸水位 ○ ◎
流入水量値警報 ○ ○
井戸水位値警報 ○ ◎
水槽内状況 ○ ○ 映像監視
吐出流量 ○ ○
吐出圧力 ○ ○
モーター電流 ○ ○
吐出流量値警報 ○ ○
吐出圧力値警報 ○ ○
モーター電流値警報 ○ ○
運転 ○ ◎
始動中 ○ ○
各種故障 ○ ◎ 原則として個別監視
操作場所　機側/遠方 ○ ○
制御モード　自動/手動 ○ ○
操作指示　運転/停止 ○ ○
操作指示　非常停止 ○ ○
機械周辺状況 ○ ○ 映像監視
中央操作室状況 ○ ○ 映像監視
路面状況（凍結・散水状況） ○ ○ 映像監視

消
雪
設
備

計
測
機
器
関
係

水
槽
関
係

消
雪
ポ
ン
プ
関
係

　注記　重要度：◎は、重要度が高い項目を示す。
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表 2-1-3-2 管理項目の例（2/2） 

 

出典：「道路機械設備遠隔操作監視技術マニュアル（案）（（一社）日本建設機械

施工協会）」2) 

 

2-1-3-3 堆肥化施設 

 

漁業集落排水施設から発生する汚泥は窒素やリンを多量に含むため、肥料

として農地等に有効利用されることが望ましい。また、水産副産物を一体的

に処理することも含めて堆肥化施設の導入を検討する。 

 

※これから述べる堆肥化施設の調査、計画及び、維持管理等については漁業

集落では導入実績が殆どないことから、類似施設の農業集落における実態を

踏まえ、「農業集落排水汚泥利用マニュアル（案）（一般社団法人地域環境資

源センター）」4)等を参考に記載している。漁業集落に堆肥化施設を実際に導

入する際に本記載を参考とする場合は、漁業集落の排水汚泥の特性等を踏ま

え、適応の可否を慎重に検討することが必要である。 

設
備
名
称

機
器
名

計測項目
監
視

計
測

制
御

安
全
監
視

重
要
度

備　　　考

開度 ○ ○
全開 ○ ◎
全閉 ○ ◎
各種故障 ○ ◎ 原則として個別監視
操作指示　開/閉/停止 ○ ○
主幹電圧 ○ ○
直流電源電圧 ○ ○
自家発電圧 ○ ○
自家発電流 ○ ○
自家発周波数 ○ ○
停電 ○ ◎
各種故障 ○ ◎ 原則として個別監視
電気室周辺状況 ○ ○ 映像監視
設備点検中 ○ ○
保温ヒータ自動　入/切 ○ ○
保温ヒータ　通電中 ○ ○

　注記　重要度：◎は、重要度が高い項目を示す。

消
雪
設
備

弁
関
係

受
電
盤
・
自
家
発
機
器

そ
の
他
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（解  説） 

一般的に汚泥の処理・処分の方法は、汚泥処理方法、汚泥の最終処分方法、維

持管理及び公害対策等を考慮して定めることを原則とする。5) 

近隣に緑農地がある場合は、汚泥を有用資源として肥料や土壌改良材に利用

することが考えられる。汚泥を他の汚泥処理を行っている処理施設または汚泥

の処理専用施設に搬出、移送する場合は、計画する処理施設で発生する汚泥量を

把握し、受け入れ側の汚泥処理能力が十分であるか検討するとともに、搬入量、 

搬入時期、搬入間隔等の受け入れ側の条件についても事前に調整することが望

ましい。また、周辺に類似の処理施設がある場合は、複数の施設が共同して汚泥

の処分ができる方法を検討することも省力化、経済性の上から望ましい。また、

将来にわたって汚泥処分が滞ることがないようにすることを原則とする。5) 

漁業集落排水施設は小規模で、発生汚泥量も少ないことから緑農地利用や搬

出、移送が望ましい。5) 

水産副産物の主な発生源は、漁港及び養殖場、荷さばき所及び市場、作業所、

水産加工場、漁協、水産廃棄物処理施設等で、水産副産物の主な種類は、水産加

工残渣（魚腸骨）、カキ殻、ホタテ殻、その他の貝殻、ホタテウロ、イカゴロ、

カニ殻、海藻類、ヒトデ、クラゲ等が該当する。6) 

 

2-1-3-3-1 調査の内容と方法 4) 

実際に堆肥化施設が導入できるか検討するに当たり、以下の項目について調

査する必要がある。 

①汚泥発生量 

②汚泥の成分分析（供用中の地区のみ） 

③汚水の処理状況 

④処理費用及び財政状況 

⑤農地状況 

⑥営農状況 

⑦土壌調査 

⑧地形等 

⑨他のバイオマス 

⑩近隣事業主体の状況 

 

2-1-3-3-2 問題点と整備課題の抽出 

1. 汚泥調整形態による問題点 4) 

集落汚泥の調製形態毎に起こる種々の問題点については、農家等の汚泥肥料

利用者や製造者等にアンケート調査等の聞き取りを実施する等して把握し、調
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製形態毎に分類を行う等、明確にすることが重要である。 

⑴ 濃縮汚泥 

濃縮汚泥での農地還元については、新たに汚泥調製施設を建設する必要がな

い等のメリットはあるが実施地区は少なく、農地還元実施地区が増加している

中で唯一地区数が減少している調製形態である。 

この調製形態における問題点は、「汚泥発生期間に対して施用時期が限定さ

れる」等があるが、実施地区数の少なさがこの調製形態での農地還元の課題の

多さを裏付けている。 

この調製形態での実施地区の中には脱水汚泥への移行を予定している地区

があり、また、脱水汚泥で農地還元を実施している地区の中にも濃縮汚泥で農

地還元していた地区がある。このことから、汚水処理施設から年間を通して恒

常的に発生する濃縮汚泥を、施用時期が限定される農地へ継続的に還元するこ

とは、運搬、保存、取り扱い、衛生等の様々な面で課題を含んでいるため、解

決策として調製形態を変更する検討がなされ、その結果が実施地区数減少に結

び付いていると考えられる。 

⑵ 脱水汚泥 

脱水汚泥での農地還元については、平成 10年度頃までは農地還元の主流で、

平成 13 年度に地区数でコンポストが上回ったものの、依然として多くの地区

でこの調製形態による農地還元が実施されており、特に単独処理区（個別型）

での実績が多い。また、悪臭、高含水率、運搬や散布等の取り扱い性等多くの

問題点が挙がっているにもかかわらず、実施地区数が増加傾向にある。その理

由としては、乾燥汚泥やコンポストに比べて汚泥調製施設建設費、汚泥調製費、

施設維持管理費が安いこと、濃縮汚泥に比べて運搬費が削減できることが挙げ

られ、経済的な観点からこの調製方式を選択している事業主体が多いと推察さ

れる。 

ただし、この調製方式の選択時点で、農家等の汚泥肥料利用者の意向と合致

していれば問題ないが、実際には利用者の意向を確認せずに事業を実施してい

る地区が多く、その結果、問題点の大部分が利用者である農家に関連する事項

になっている。この対策例としては、事業主体が農地まで汚泥肥料を運搬する

等の費用負担をして、農家の負担を減らすことで脱水汚泥を受け入れてもらう

等が挙げられる。 

⑶ 乾燥汚泥 

乾燥汚泥での農地還元については、濃縮汚泥や脱水汚泥に比べて取り扱い

性、保存性が良いことから実施地区数で増加傾向にあるものの、全体地区数に

対しては 2 割程度でコンポストに比べると増加割合が少なくなっている。こ

の理由としては、臭気の残存、汚泥のイメージが残っている、造粒していない
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ので機械散布ができない等、化学肥料等市販の肥料と比べた場合に取り扱い性

の面で劣ることや、施設維持管理費の増加により販売した場合は価格の面で市

販の肥料と同等程度になる等、コストメリットが生まれないこと等が挙げられ

る。 

⑷ コンポスト 

コンポストによる農地還元は近年急増しており、農地還元実施地区の半数を

占めるまでになっている。増加の背景として、広域連携型のコンポスト施設で

は農家等の汚泥肥料利用者戸数も多く、需要が多いため生産が追いつかないこ

とを問題点としている地区があること、汚泥肥料販売地区ではコンポストが最

も多いこと等、他の調製形態に比べ販売化の見通しが立つことが挙げられる。 

しかし、コンポスト施設を有する地区の多くは経済的に苦しい状況に置かれ

ている場合が多く、人件費、維持管理費の縮減が課題となっている。 コンポ

ストによる農地還元を継続的に実施するには、低コストで効率的に汚泥肥料を

利用する仕組みを構築することが重要であり、広域連携のスケールメリットを

活かした経費節減、民間施設の活用、個別分散型による処理区内での製品消費

等、処理体系や手法を適切に見直す必要がある。 

2. 農地還元実施過程における問題点 4) 

集落汚泥の農地還元は、循環型社会の実現や資源の有効活用等の観点から積

極的に推進することが望ましく、農家等の汚泥肥料利用者にとっては化学肥料

使用量の低減、事業主体にとっては最終廃棄処理、処分費用の低減等、経済的な

メリットが生まれる効果もある。しかし、計画時に十分な検討を行わなかった事

項や想定できなかった事項等について、種々の問題が発生することによって円

滑な農地還元の実施ができなくなる場合もある。このような場合には、発生した

問題点の把握と解析を行い、農地還元が円滑に推進されるような対応策の検討

を行う必要がある。 

また、汚泥肥料には生活排水に由来する重金属が微量ながら含まれており、土

壌中に蓄積する可能性があるため、特に土壌中の亜鉛濃度の高い地域において

は使用に当たり十分な配慮が必要である。4) 

表 2-1-3-3に農地還元実施過程における問題点の例を示す。 
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表 2-1-3-3 農地還元実施過程における問題点の例 

予想される原因 問題点 

1.利用者との事前調整が不足 ・悪臭がする 

・取り扱い性が悪い 

・機械散布が出来ない 

2.技術的な知見が不足 ・保存性が悪い 

・安全性（成分）に対する不安がある 

・肥料効果、優位性が不明である（立証されてい

ない） 

・製品化に時間がかかる 

・製品品質（発酵）の安定が技術的に難しい 

・施用量、施用方法が不明（指標、基準が欲しい） 

3.経済性に問題 ・製品のストックヤードが必要である 

・作業時間がかかる 

・維持管理、運営費用がかかりすぎ 

4.啓発、 普及活動が不足 ・農家等の汚泥肥料利用者が少ない、減少傾向に

ある 

5.その他 ・法的拘束が多い（有機農産物表示ができない、

自治体によっては農地に施用できない、肥料

の品質の確保等に関する法律上の普通肥料登

録が必要である） 

・汚泥肥料の流通のノウハウがない、分からない 

・農家数（営農者数）の減少 

・積雪地で利用時期が限定される 

参考：「農業集落排水汚泥利用マニュアル（案）（一般社団法人地域環境資源セ

ンター）」4) 

 

3. 問題点への対応方法 4) 

集排汚泥の農地還元において、汚泥調製過程及び農地還元実施過程で起こる

種々の問題点については、先進地区では既に解決されていることもあることか

ら、これらの事例を参考にすることにより比較的容易に問題を解決することが

可能になる。  

また、これらの対応事例を参考にするとともに、地域内の既存の検討会の活

用や新たな検討会を設立する等して十分な協議を行い問題点の解決に向けた

取り組みを行うことが、集排汚泥農地還元の継続的な実施の上で重要である。

表 2-1-3-4に集排汚泥農地還元の主な問題点と取組手法事例を示す。 
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表 2-1-3-4 集排汚泥農地還元の主な問題点と取組手法事例 

問題点 対応方法令 

1.悪臭がする、機械散布できない

等、取扱い性が悪い 

・汚泥調製方法の変更 

・製品化設備の設置 

・汚泥肥料施用作業の補助 

2.保存性が悪い ・汚泥調製方法の変更（成分改善、減量） 

・ストックヤード、保管庫の設置 

3.需要と供給のバランスが悪い ・ストックヤード、保管庫の設置 

4.安全性に対する不安 ・普通肥料登録 

・成分分析頻度の増加と積極的な情報公開 

・分析項目の追加 

5.製品化に時間がかかる ・汚泥調製設備の運転方法の改善 

・汚泥調製方法の変更 

6.施用量、施用方法が不明 ・施用量を変えた圃場試験実施と情報公開 

・農業試験場等による圃場試験実施 

・化学肥料との比較実験 

7.農家等の汚泥肥料利用者の不足 ・積極的な啓発普及 

・公用地等農地以外への利用 

8.感覚、イメージ的な嫌悪感がある ・汚泥肥料の愛称作成 

・イベントによる P R 

・汚水処理過程も含めた、汚泥肥料生成の

経緯の説明（資料作成） 

・低年齢層への環境教育 

出典：「農業集落排水汚泥利用マニュアル（案）（一般社団法人地域環境資源セ

ンター）」4) 

 

2-1-3-3-3 計画 

1. 地域状況の検討 4) 

⑴ 地理的条件に基づく検討 

汚水処理施設の地理的まとまりや原料、製品運搬の容易さ等の立地条件、 還

元可能な農地の分布等の土地利用状況、電気、水道の整備状況や施設敷地の調

達の可能性等の地域状況、及び気象条件等に基づく検討結果を踏まえて、相応

しい汚泥調製施設配置類型を選択する。 

⑵ 地域住民の意向に基づく検討 

汚泥肥料の配布方法や利用方法、及び管理運営形態に関する住民の意向に基

づく検討結果を踏まえて、汚泥調製施設配置類型を選択する。 

⑶ 汚泥肥料の受け入れ可能量に基づく検討 

汚泥肥料の還元先農地が、十分確保されるか検討しておく必要がある。 
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⑷ 行政管理区分に基づく検討 

安定した農地還元を継続的に実施するためには、供用開始後の管理運営を円

滑に行うことが必要である。 

2. 対象区域の設定 4) 

汚水処理施設の数、規模、配置関係といった空間検討と、整備年次計画とい

った時間的検討を行い、適切な汚泥調整施設配置類型を検討する。 

3. 汚泥調整体系の検討 4) 

集約型の汚泥調整施設配置類型を選択した場合でも、地理的条件や経済性、

地域の条件等を十分に検討して、汚泥の運搬、調整装置や施設の整備等、適切

な汚泥調整体制を検討する。 

4. 経済性の検討 4) 

経済性を検討するに当たり、従来の汚泥処理、処分費との経済性を比較検討

する必要がある。その場合、環境への負荷や地域への影響等、経済指標では数

値化が難しいものも含めて総合的に検討を行う必要がある。 

 

2-1-3-3-4 維持管理 7) 

堆肥化施設や機器類は、高湿度で腐食性の強い臭気にさらされ極めて環境条

件の悪いところで稼働しており、整備・点検を必ず実施しないとトラブルが発生

しやすくなるとともに、致命的な故障により長期間運転不能となる場合がある。

また、機器の耐久性も想定以上に短くなることがある。従って、機器の保守管理

に注意をはらい、耐用年数を延長させるとともに、トラブルが少なく、処理作業

が順調に行えるよう管理することが大切である。 

保守管理の基本的な点については、各処理施設や機器導入時に提供される取

扱説明書を十分熟読し理解するとともに、その試運転時には実際に保守管理作

業を行い、その箇所、方法、項目等を確認しておくことが重要である。 
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